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１．はじめに 

 近年，我が国では，台風や地震等の自然災害

が数多く発生している．その様な災害に対して，

これまでは自治体やテレビからの災害情報が主

な情報ソースであった．その様な情報ソースに

加えて，近年ネット・メディアを介した災害情

報提供が始まっている． 

例えば，気象庁は，web サイトやアプリから

防災情報提供している[1]．NHK においても，

放送のみならず，アプリからも防災情報を提供

している[2]．また，AI 防災協議会は，SNSユー

ザーが被害情報を共有するための防災チャット

ボットの開発に取り組んでいる[3]． 

この様な新たな災害情報ソースが普及するこ

とは，避難者の避難行動を支援する可能性を秘

めていると考えられる．故に，その普及の方策

を検討する必要があるであろう． 

 

２．先行研究 

 災害時におけるネット・メディアを介した情

報に関する先行研究を見てみると，柳田や吉

田・執行の研究では，東日本大震災時において，

電話回線の代替的機能を果たしたソーシャルメ

ディアの有効性について言及されている[4] [5]．

一方，藤代らの研究では，災害時において発せ

られるソーシャルメディアの情報をトリアージ

する必要性について検討されている[6]． 

 しかし，これらの研究では，ネット・メディ

アの情報を基に避難行動を執った避難者の属性

や行動特性に関する調査分析は行われていない．

避難者の属性や行動特性を明らかにすることに

より，避難者に対してネット・メディアを介し

た情報提供の方策を検討することができるであ

ろう．  

 

３．研究コンセプト 

本研究では，ネット・メディアの情報を活用

した避難者の分析を行う．具体的には，ネッ

ト・メディアの情報を利用した避難者とそうで

ない避難者の属性及び避難傾向を比較分析する．

本調査研究のデータは表 1 に示す方法で得てい

る． 

表 1：台風 19号の被害状況に関する調査 

調査期間 2019年 10⽉15⽇19時〜16⽇20時 

調査方法 
「LINE Research Platform」を活用したスマート

フォンリサーチ 

対象被験者 

災害救助法対象自治体である岩手県・宮城

県・福島県・茨城県・栃木県・群馬県・ 埼玉

県・千葉県・新潟県・山梨県・長野県・静岡

県の 12県の LINEリサーチのモニター 

回答被験者数 75,575名 

 

４．調査分析結果 

4.1. ネット・メディアの情報を基にした避難行

動状況 

 本調査データにおいて，避難行動を執った被

験者は，5.25%の 3,915 名であった．この 3,915

名の避難行動を執った被験者を分析対象として，

彼らがどの様な情報ソースを基に避難行動を執

ったかを複数回答方式で調査した． 

その結果，利用した割合が多い順に「スマー

トフォンの緊急通知（55.16%）」「テレビ・ラ

ジオ（36.53%）」「防災無線（32.34%）」「警

察や消防・自治体の人から（17.3%）」「イン

ターネットの WEB サイトの情報（15.93%）」

「家族から（15.8%）」「Twitter などの SNS の

情報（ 12.6%）」「友だち /知り合いから

（11.4%）」「その他（10.8%）」「近所の人か

ら（9.7%）」「LINE の情報・通知（3.6%）」

の順となった． 

有効回答を基に，ネット・メディアを利用し

た避難者とネット・メディアは利用せずに他の

情報ソースを基に避難行動を執った避難者を分

けたところ，ネット・メディアを利用した避難

者は，25.3%の 977 名であり，その他の情報ソ

ースを利用した避難者は 74.8%の 2,890 名であ

った． 

 

4.2. ネット・メディアの情報を基にした避難者

の属性と傾向 

 次に，ネット・メディアの情報を避難に利用

した 977 名の避難者と利用しなかった避難者

2,890 名の属性や行動特質の差異を明らかにす
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ることを試みた． 

① 年齢要素 

年齢の要素とネット・メディア情報の活用と

の関係を明らかにするために，非利用者と利用

者の平均年齢を比較した．その結果，利用者の

平均年齢は 34.45 歳と非利用者に比べ若く，そ

の差は 4.89 歳であった．t 検定の結果も有意な

差（t(3865)=10.56, p<.01）があることが示され

た（表 2）． 

表 2：年齢要素の比較 

  平均 中央値 標準偏差 P値 

非利用者(n=2,890) 39.34  40 12.49  
<.01 

利用者(n=977) 34.45  34 12.54  

② 既婚・未婚要素 

次に，既婚か未婚かの要素とネット・メディ

ア情報の活用との関係を明らかにするために，

既婚者と未婚者の構成を比較した．その結果，

非利用者に比べ，利用者の方が優位に未婚者の

割合が高く（x2(2)=71.772, p<.01），その開きは

14.86ポイントあった（表 3）． 

表 3：既婚・未婚要素の比較 

  未婚 既婚 離婚 P値 

非利用者(n=2,890) 30.48% 59.48% 10.03% 
<.01 

利用者(n=977) 45.34% 47.19% 7.47% 

③ 情報ソースの活用数の比較 

ネット・メディアの情報を活用した被験者は，

災害発生時において，多くの情報から避難行動

の判断をしているか否かを明らかにするために，

利用者と非利用者が活用した情報ソースの数を

比較した．その結果，非利用者に比べ利用者の

方が多様な情報ソースを活用して避難の判断を

しているという行動傾向が示された． 

利用者は，平均で 3.5 の情報ソースを利用し

ており，非利用者に比べ，1.69 ポイント高かっ

た． t 検定の結果においても，有意な差

（t(1262)=31.85, p<.01）が示された（表 4）． 

 表 4：情報ソースの活用数の比較 

  平均 中央値 標準偏差 P値 

非利用者(n=2,890) 1.81  2 1.00  

<.01 

利用者(n=977) 3.50  3 1.56  

 

５．考察 

 本調査データを基にした分析の結果では，ネ

ット・メディアの情報を活用して避難した人々

は，非活用者に比べ平均年齢が若く，未婚率の

割合も高いことが示された．彼らは，日常から

ネット・メディアを介して，アクティブな情報

行動を執っていることが想像される．これを裏

付ける手がかりとして，利用者は，ネット・メ

ディアの情報のみならず，複数の情報ソースか

ら情報を得て，避難行動を執っている行動傾向

が分析の結果から示された. 

 この結果を基に，今後のネット・メディアを

介した災害情報の提供の方策を検討したい．

日々ネット・メディアを活用している避難者に

は，その活用能力を活かし，双方向型の情報交

換システムを提供することが有効になるであろ

う．具体的には，災害プラットフォームから情

報を提供するとともに，避難者の局所的な情報

を受け取り，プラットフォーム上にハザードマ

ップを構築することが有効となると考えられる． 

一方，ネット・メディアを利用していいない

避難者に対しては，その有効性・利便性・情報

の即時性の利点を理解してもらうための啓発活

動が重要になると考えられる． 

 これらの課題は，今後の研究課題としたい． 
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